
令和８年度兵庫県特定専門医研修資金貸与事業 募集要項

１ 制度概要

兵庫県では、産科、小児科、救急科、総合診療における深刻な医師不足の解消に資すること

を目的に、県内の専門研修を受ける医師に対して研修資金を貸与します。

専門研修を修了後、県が指定する医療機関・診療科において一定期間勤務するなどの所定の

条件を満たした場合には、この研修資金の返還を免除します。

(1) 特定診療科（対象となる診療科）

産科（産婦人科）、小児科、救急科、総合診療を担う科

(2) 貸与対象

① 特定診療科の県内専門研修※を受けている医師（現在、専攻医１年目～３年目）

② 令和９年度から、特定診療科の県内専門研修※を受ける予定の医師（令和９年度から専

攻医１年目）

※一般社団法人日本専門医機構が承認する県内の医療機関を基幹施設とする産婦人科、小児科、救急科、
総合診療専門研修プログラムを指します。

(注)兵庫県養成医師制度に係る修学資金、他の地方公共団体等が行う同種の修学資金又は研修資金と重
複して貸与を受けることができません。

(3) 募集人数

貸与対象①：３名程度、貸与対象②：若干名

(4) 貸与金額

年額 2,400,000 円（研修期間４月～翌年３月）※

※５月～翌年２月の期間に研修を開始・修了する場合は、研修期間に応じて貸与

(注)貸与対象②の貸与は兵庫県令和９年度当初予算成立が前提となります。

(5) 貸与期間

専門研修を修了するまでの期間（最大３年間、１年毎に申請・貸与します。）

・貸与対象①：令和８年４月～専門研修を修了するまでの期間

・貸与対象②：令和９年４月～専門研修を修了するまでの期間

(6) 返還免除要件

専門研修を修了した後、直ちに指定医療機関に特定診療科の医師として勤務し、その勤務

期間が貸与期間に応じ、次の表に掲げる特定診療科勤務期間に達したとき。

なお、特定診療科勤務期間の 1/2 の期間は(8)指定医療機関のうち①または②での勤務を

義務とする。

貸与期間 特定診療科勤務期間 うち、指定医療機関①
または②での勤務期間

１年 ２年 １年

２年 ３年 1.5年

３年 ４年 ２年

※特定診療科勤務期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため免職され
たときは返還債務が免除になります。

※貸与期間に１年に満たない月数がある場合は、当該月数を切り上げ、１年として計算します。

※返還免除された額が所得として課税される場合があります。詳細は税務署にお問い合わせください。



(7) 返還利息

年 10％（返還免除要件を満たすことができず、返還することとなった場合）

(8) 指定医療機関

診療科 対象医療機関

産科(産婦人科) ①～⑤のうち、分娩を取り扱う医療機関

小児科 ①～⑤のうち、新生児医療及び小児救急を取り扱う医療機関

救急科 ①～⑤のうち、救急を担う医療機関

総合診療 ①②④⑤のうち、総合診療を取り扱う医療機関

①県内へき地医療拠点病院

西脇市立西脇病院、県立はりま姫路総合医療センター、赤穂市民病院、公立宍粟総合病
院、公立豊岡病院、公立八鹿病院、県立丹波医療センター、医療法人みどり会ささやま医
療センター、県立淡路医療センター

②県内へき地等の市町立医療機関

北播磨総合医療センター、市立加西病院、加東市民病院、公立神崎総合病院、相生市民
病院、たつの市民病院、公立出石医療センター、公立朝来医療センター、公立村岡病院、
公立香住病院、公立浜坂病院

③県立尼崎総合医療センター、県立西宮総合医療センター、県立こども病院

④神戸大学医学部附属病院、兵庫医科大学病院

⑤へき地診療所、周産期母子医療センター等、知事が特に必要と認める保健医療施設

(9) 勤務期間の中断

専門研修終了後または特定診療科勤務期間中に指定医療機関以外での勤務を希望する場

合は、通算して最長２年の中断が可能（指定医療機関以外の県内医療機関に勤務する場合は、

通算して最長４年）

２ 申請方法

(1) 申請期間

令和８年７月 16 日(木)～令和８年８月 28 日(金)【当日消印有効】

(2) 申請方法

兵庫県特定専門医研修資金貸与申請書（等式第１号）に次の書類を添えて、兵庫県保健医

療部医務課まで提出してください。

＜添付書類＞

・ 誓約書（様式第１号の別紙）

・ 履歴書

・ 研修資金の貸与を受けようとする者の住民票の写し

・ 専門医研修実施計画書（様式第２号）

・ 医師免許証の写し

・ 既に専門研修を受けている場合は、専門研修プログラムにおいて専攻医として採用さ

れたことが確認できる書類（採用通知の写しなど）

・ 専門研修プログラムの内容が確認できる資料

・ 関連大学医局からの推薦が確認できる書類（該当者のみ）



(3) 提出方法

下記提出先へ郵送または持参により提出ください。

＜提出先＞

〒657-8567 神戸市中央区下山手通５丁目 10-１（兵庫県庁１号館４階）

兵庫県保健医療部医務課 医療人材確保班

（注）郵送の場合は、封筒に「特定専門医研修資金貸与申請」と朱書きし、簡易書留等により送付く

ださい。持参の場合は、申請期間中の９時 00 分から 17時 30 分まで受け付けます。

３ 貸与決定までの流れ

・ 申請者から申請書の提出があった後、書類及び面接による審査を行います。審査の結果を

踏まえて、貸与の承認または不承認の決定について申請者へ通知します。

・ 貸与承認決定後、連帯保証人（１名）を立てていただき、誓約書等を提出いただきます。

・ 研修資金は本年４月から翌年３月までの１年度分を一括して交付します。

※貸付対象１(2)②（令和９年度から専門研修を受ける予定の医師）は、令和９年度から貸与を開始し

ます。

※令和９年度貸与分については、兵庫県令和９年度当初予算の成立を前提としており、事業実施には予

算の成立が必要となりますので、あらかじめご了承ください。

４ 貸与決定の取消しについて

貸与の決定後、次のいずれかに該当することになった場合には、研修資金の貸与の決定を取

り消します。

・ 貸与要件を欠くこととなったとき。

・ 専門研修を中止したとき。

・ 心身の故障のため、専門研修を修了する見込みが無くなったと認められるとき。

・ 研修資金の貸与を受けることを辞退したとき。

・ 死亡したとき。

・ ほかの地方公共団体等が行う同種の研修資金の貸与又は支給を受けたとき。

・ その他、研修資金を貸与することが不適当であると認められるとき。

５ 研修資金の返還について

以下のいずれかに該当することとなった場合には、その事由の生じた日の属する月の翌月

１日から起算して１月以内に、貸与を受けた研修資金のそれぞれの額に所定の率（年 10％）

を期間※に応じて乗じた乗じた額の合計額を一括して返還していただきます。

※研修資金の貸与を受けた日から貸与期間が満了した月の末日までの期間

・ 研修資金の貸与の決定を取り消されたとき（上記４に該当した場合）。

・ 返還の債務を免除する期間（特定診療科勤務期間）に達する前に、指定医療機関における

特定診療科の医師でなくなったとき（中断の場合を除く）。

・ 専門研修終了年度の翌年度から起算して３年以内に専門医の認定が受けられなかったとき

（やむを得ない事情がある場合を除く）。



６ 連帯保証人について

・ 貸与決定後、貸与決定者及び連帯保証人に、県指定申請書類（誓約書等）への署名捺印、

印鑑登録証明書の提出を依頼します。申請にあたって、連帯保証人をあらかじめ決めてお

いてください。

・ 連帯保証人は、独立した生計を営んでいる（貸与決定者と生計が別）必要があります。

なお、所得基準はありませんが、破産宣告を受けている方は連帯保証人になることができ

ません。

７ 問合せ先

兵庫県保健医療部 医務課 医療人材確保班

TEL ：078-362-3606（直通）

E-mail ：imu@pref.hyogo.lg.jp


